
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、２８年４月１日現在の人数である。
      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差に

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

なし

平成27年4月1日から実施
激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給補償）を実施。

②その他の見直し内容

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年4月1日実施）

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むものと
されている。

①給料表の見直し

〔実施〕

平均引下げ率　２％

※　○年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、③100を超えている場合につい

　　　　よる影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

実 質 収 支

549,511164 208,871

千円

　　計　　Ｂ

　　て、その理由及び改善の見込み

人事院勧告による給料表改定及び勤勉手当の引き上げにより、経験年数階層に変動が生じたため。

704,907

千円

人 千円

給　 料 職員手当

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　Ａ

　　　　　千円千円
28年度

区　　分

9,760,503
28年度

人

区　　分
職員数

千円

16,039

歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　（29年3月31日）

市川三郷町の給与・定員管理等について

（参考）

（市川三郷町人事行政の運営等の状況報告）

Ｂ／Ａ　　　　　　Ｂ

千円

期末・勤勉手当

平成２９年版

人 件 費 人 件 費 率

796,051

11.9

%千円

1,166,194

一人当たり

%

27年度の人件費率

12.7

千円

4,854 5,781

一人当たり給与費給与費 B/A

（参考）類似団体平均

37,669

（５） 特記事項

H26.4.1

95.7

H26.4.1

96.1
H26.4.1

95.6
H27.4.1

95.4

H27.4.1

96.3
H27.4.1

95.8
H28.4.1

95.6

H28.4.1

96.3

H28.4.1

96.3

H29.4.1

96.4

H29.4.1

97.1 H29.4.1

96.3

90

95

100

105

市川三郷町 類似団体平均 全国町村平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(１) 職員の平均年齢、平均給料月額、及び平均給与月額の状況（平成29年4月1日現在）
①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

参　　考

A/B

－

－

－

－

－

－

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成26～28年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

③看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 

　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお

　　　　いて明らかにされているものである。　

　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

（2) 職員の初任給の状況（２９年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２９年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

-

-

-

経験年数２５年 経験年数３０年

-

363,160

-

231,325

     - -

327,775

-

-

376,313

－

-

対応する民間の
類似職種

378,478404,145

316,899

206,400

341,142

－－

-

－

－－

384,825

-

－

－ － －

－ －

－ 410,719

平均給与月額
（国ベース）

-

-

－ －

－

平均給与月額（B)

－

－－

（国ベース）

平均年齢

286,222円 276,225円

民　　　間

-

区　　分

272,975円

う ち 学 校 給 食 員

市川三郷町 4人

平均給料月額

公　　務　　員

179,200

147,100

大　学　卒

経験年数２０年経験年数１０年

-

平均給与月額

市川三郷町

308,066円

-

-

平均給与月額（国ベース）

266,714

う ち 自 動 車 運 転 手 －

民間（D）

参　考

区　　分

9人

51.9

352,988

類似団体

C/D

国

山梨県

49.4

286,833円

348,939円

314,870

398,386円

年収ベース（試算値）の比較

公務員（C）

276,186

-

-

－2,722人

286,023円

平均年齢 職員数

298,134円

-

平均給与月額
平均給料月額

50.6歳 328,360円

平均給与月額

185,800

-

-

41.7

山梨県

類似団体

40.6

国 330,531

山梨県

区　　分 平均年齢

43.6

50.5歳

43.3

-

-

111人

322,252

414,651

302,455

308,087 337,335

376,677円

市川三郷町

う ち 学 校 給 食 員

う ち 自 動 車 運 転 手

平均給料月額

-

-

-

区　　分 平 均 年 齢

349,161

国

154,000

山梨県

市川三郷町 33.6 257,429

-

147,100

301,428

大　学　卒

大　学　卒

-214,900

179,200

151,500
一般行政職

国

高　校　卒

類似団体 41.8

区　　　　　分

46.9

43.0

中　学　卒

看護・保健職

技能労務職

144,500

大　学　卒

高　校　卒

136,500

看護・保健職

中　学　卒

高　校　卒
技能労務職

一般行政職
高　校　卒

区　　　　分

136,500

市川三郷町

－ 0人

335,711

-

平均給与月額
（A）

0人

357,786

332,493
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２９年４月１日現在）

（注）１　市川三郷町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（2)昇給への人事評価の活用状況　（市川三郷町）

円 円

円

247,100

380,600

392,600

円

318,500

人

%

%

円

構成比

円

142,600

職員数

人

円

円

303,800

17.8

12.6

349,600

１号給の
給料月額

12

標準的な職務内容

1　　級
24

主事・主事補

2　　級 主任

主幹係長・課長

課長

5　　級

 活用している昇給区分

主査・主査係長

%

人

3　　級

主幹・主幹係長

%

4　　級
46

8.9

円

228,900

円 円

17

288,000

人

192,700

34.1

〇

409,800

262,000

%

31

区　　分

人

最高号給の
給料月額

円

%

6　　級
5

23.0

人

3.7

平成29年4月2日から平成30年4月1日
までにおける運用

管理職員 一般職員

  イ　人事評価を活用している

昇給可能な
成績率

昇給実績が
ある成績率

昇給可能な
成績率

昇給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の成績率

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

 標準の成績率のみ適用（一律）

  ロ　人事評価を活用していない 〇

 活用予定時期 平成３１年度 平成３１年度

１級

17.8%
１級

15.8%
１級

11.0%

２級

12.6%
２級

10.5% ２級

8.2%

３級

8.9%
３級

12.8%

３級

29.4%

４級

34.1%
４級

32.3%

４級

19.2%

５級

23.0%
５級

25.6%
５級

30.1%

６級

3.7%

６級

3.0%

６級

2.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成29年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（28年度支給割合） （28年度支給割合） （28年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）　（市川三郷町）

（2) 退職手当（２９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、28年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

該当なし

 (4) 特殊勤務手当

左記職員に対する支給単価

１回　1,000円

１回　　500円

市川三郷町

手当の種類（手当数）

休日勤務手当・夜間勤務手当
夜間勤務

41.325

1.62%

20,076

支給職員1人当たり平均支給年額（２８年度決算）

2.60

１人当たり平均支給額（28年度）

1.70

0.80

1,319

市川三郷町 国

職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.60

0.80

―

山梨県

１人当たり平均支給額（28年度）

1.45

2.60 1.70

49.590

20.445

・定年前早期退職特例措置　（2％～20％）

13,579

・役職加算5～20％　・管理職加算10～25％

34.5825

20.445

41.325

・定年前早期退職特例措置　（2％～45％）

25.55625

49.590

支給実績（２８年度決算）

29.145

49.590

34.5825

1.45

1.70

242千円

主な支給対象業務

職制上の段階、職務の級等による加算措置

29.145

49.590

1

1,599

主な支給対象職員

49.590

国

25.55625

休日勤務

職員全体に占める手当支給職員の割合（２８年度）

手当の名称

80,500円

49.590

訪問看護ステーション業務
に従事した職員

 標準の成績率のみ適用（一律）

〇

標準、下位の成績率

1.45

支給可能な
成績率

上位、標準の成績率 〇

職制上の段階、職務の級等による加算措置

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

・役職加算5～20％　・管理職加算10～25％

0.80

上位、標準、下位の成績率 〇 〇

役職加算5～15％

支給実績が
ある成績率

〇〇

平成29年度中における運用 管理職員 一般職員

  イ　人事評価を活用している

 活用している成績率

 活用予定時期

  ロ　人事評価を活用していない
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 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成28年度決算）」と同じ年度の4月1日現在の総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務

（6) その他の手当（２９年４月１日現在）
支給職員１人当たり

16,418

（28年度決算）

21,870千円

4,591千円 26,383円

支給実績
（28年度決算）

6,793千円

292,289

278,912円

266,707円

平均支給年額

60㎞～

55㎞～60㎞

51,671円

6,150円

25㎞～30㎞

4,200円

住居手当

118職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 28 年 度 決 算 ）

90

国：
配偶者10,000円
子8,000円

同

異

11,000円

特定期間の加算

1人（配偶者なし）

5,000円

13,000円

6,500円

配偶者

35㎞～40㎞

家賃-12,000
円

24,400円

10,000円

との異同

扶養手当

手　当　名 内容及び支給単価

18,075

支 給 実 績 （ 27 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 27 年 度 決 算 ）

同

1.職員の居住する借家・借間自ら
居住するための住宅を借り受け、
現に当該住宅に居住し、月額
12,000円を超える家賃を支払って
いる職員

40㎞～45㎞

家賃55,000円以上

21,600円

10㎞～15㎞

26,200円

2.自動車等の使用者通勤のため
に自動車等の使用を常例とする
こと、徒歩により通勤するものとし
た場合の通勤距離が片道2㎞以
上であること

家賃23,000円以下

家賃23,000円を超え
55,000円未満

1人（配偶者非扶養）

5,529千円

27,000円

（家賃-
23,000円）×
1/2＋11,000
円

国の制度と

15㎞～20㎞

7,100円

20㎞～25㎞

同

通勤手当

30㎞～35㎞

～5㎞ 2,000円

31,600円

5㎞～10㎞

管理職手当

12,900円

1.交通機関等の利用者通勤のた
めに交通機関等の利用を常例と
すること、運賃等の負担を常例と
すること、徒歩により通勤するも
のとした場合の通勤距離が片道2
㎞以上であること運賃等相当額
が55,000円以下については運賃
等相当額

15,800円

28,000円

18,700円

国の制度

支 給 実 績 （ 28 年 度 決 算 ）

50㎞～55㎞

29,800円

異なる内容

宿日直手当

45㎞～50㎞

手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

子 9,000円
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５　特別職の報酬等の状況（２９年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （支給時期）

給料月額×42/100×在任月数 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年4月1日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

[ 232 ］

189

11

[ 387 ］ [ 387 ］ [ 231 ］ [ 231 ］

16

[ 232 ］

1819

52

77

192

11

3

7 8

11

32

-

18 15

34

7

25 25

7

16 15

141146

24

2 2

19

2

12

230,000420,000

492,000

180,000

850,000

2

12

51

11

2

157,000

360,000

157,000

２４年

2

２６年

2

33

２７年

12

（参考）類似団体における最高／最低額

２８年

345,000

49 50

２５年

140

20 21

152

23

17

0

6

<参考>
　人口1万人当たりの職員数　92.88人
　（類似団体の人口1万人当たりの職員数　71.18人）

△ 3 業務の兼務及び人事異動による減

146

18

25142

12

32

170

33

308

その他

139

146

11

商工

3.30

11

11

11

12

4

土木

4

11 11

合　　計

公営企業等会計部門計

民生

区 分

議 員

備　　　　考

報

酬

議 長

市 区 町 村 長

　　（28年度支給割合）

副 議 長

水道・下水道

90 86

市 区 町 村 長

衛生

一
般
行
政
部
門

病院

教育部門

職　　員　　数

消防部門

638,000

税務

　　（28年度支給割合）

議 長

給

料

副 議 長

230,000

町 長

180,000

給 料 月 額 等

退
職
手
当

議会

小　計

総務

農水

期
末
手
当

普通会計計

普
通
会
計
部
門

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

4.30

56

議 員

11

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

7 7

2

3

12

36

45 16

312

- -

160

46

12

19

-

169 159

4

25

184 185

164 167

2

- -

昨年の欠員を補充

6
機構改革に伴う新組織及び機能分散によ
る増

２９年

54

2

△ 1 業務見直し及び人事異動による減

0

 対前年増減数 主な増減理由

0

0

0

2 福祉・保育業務補充による増

△ 1 民間委託による減

-
<参考>
　人口1万人当たりの職員数　102.04人
　（類似団体の人口1万人当たりの職員数　88.68人）

0

1

△ 1 条例改正により定員から除外による減

3
<参考>
　人口1万人当たりの職員数　117.32人

6



（2)年齢別職員構成の状況（２９年４月１日現在） まだ

　

(3)職員の採用及び退職等の状況 （平成28年度)

※　退職欄「その他」は、分限処分者等が含まれる。

（4）　職員採用試験の状況

ア　実施日 （平成29年度）

イ　採用試験の実施状況

【人】 Ａ 【人】 Ｂ 【人】 Ｂ/Ａ　【％】 数 【人】 Ｄ 【人】 Ｂ/Ｄ　【倍】

1

0

合　計

第1次合格者 最終合格者数 競争倍率

59歳

～

以上

計

人

192

～

0

3

0

0

0.0%

0

人

0

第2次試験

1

4

100％

51歳

24歳

最終合格発表日

60歳

12

56歳

14

区　分

23歳未満

52歳32歳

～

20歳

人

50.0%

～

20歳

人

構成比（ ％）

管理栄養士職

人

028 19

～ ～

採用予定数

0

人

公 安 職

合 計

医 療 職

採　用

職員数

0

0

0

－

0

2

0

0

2

10月19日

0

0

9

31

8

1

福 祉 職 0

0技 能 労 務 職

職　　　種

0

9

0

～

定　年

39歳

0

0.0%

事務職【Ⅰ】

事務職【Ⅱ】
（身体障害者対象）

0

50.0%

人

第1次試験

一 般 行 政 職 2

教 育 職

9月17日

0

退　　　　　職

44歳

4

勧　奨

事務職【Ⅰ】

9.0

－

2月25日

11月17日

－

10月19日

－

事務職【Ⅱ】
（身体障害者対象）

受験者数

1 60.0%15

11月17日

人

2

受験率

01

48歳

人
～

人

55歳

申込者数

～

0

31

～

28歳

47歳35歳 43歳

その他

40歳

14 27

1 100.0%

27歳

0

人

13

0

30

0

4

自己都合

0

0

0

0

0

31歳

人人

1

職　　　種

－4

管理栄養士職 9月17日

36歳

00

2100.0%

0

0

5

10

15

20

25

30

35

構成比

５年前の構成

比

%

7



７　職員の勤務時間　　　※全職種

①

②

日

休暇の種類
１公民権行使休暇
２裁判員、証人、鑑定人、参考人等として

３骨髄提供休暇
４ボランティア休暇 ５日以内
５婚姻休暇 連続する５日以内
６妊娠中又は出産後の通院休暇 必要と認める時間
７分娩休暇 予定日前６週間～後８週間目に当たる日までの期間
８育児休暇 １日２回それぞれ３０分以内の期間
９配偶者出産休暇 ２日以内
１０男性職員の育児参加休暇 ５日以内
１１子の看護休暇 ５日以内
１２忌引き 必要と認める期間
１３父母の祭日休暇 １日
１４夏季休暇 ５日以内
１５感染症まん延防止休暇
１６住居喪失・損壊休暇
１７非常災害交通遮断休暇

１９生理休暇

（４）育児休業及び育児部分休業の取得状況 （平成28年度)
平成28年度中に新たに育児休業が取得可能となった

育児休業 部分休業 職員（育児休業 うち育児休業 うち部分休業
取得者 取得者 等対象者数) 取得者数 取得者数

（５）介護休暇の取得状況 （平成28年度)
介護休暇
取得者

その都度必要と認める期間

1週間の勤務時間

開始時刻 その他終了時刻

１８交通機関の事故等による不可抗力休暇
その都度必要と認める期間

12時00分

その他

0

合　計

その都度必要と認める期間

6

8

その都度必要と認める期間

平成28年1月1日～平成28年12月31日の平均使用日数

8時30分 ～

一般職員の勤務時間

17時15分
13時00分

8.1

その都度必要と認める期間

　の官公署出頭休暇

0
0

その都度必要と認める期間

0

8
1

0

その都度必要と認める期間

0

0

38時間45分

（２）一般職員の年次有給休暇の使用状況

0
0

1

0
0

（３）特別休暇等の状況（平成29年）

0

0

休　　暇　　の　　取　　得　　形　　式

女性職員
0

男性職員 0

0

0

0
合　計

0

00
0

その都度必要と認める期間

0
00

0

全日型中心

0

時間型中心

1
6

合　計

0

（１）勤務時間の状況（平成29年4月1日現在）

男性職員

（注） 「平成28年度の取得者数」欄の
        上段には、平成28年度に新たに取得した者、
        下段には、平成27年度以前から引き続き取得している者の人数

　　なお、上段には平成28年度中に取得可能となり取得した者のほか、平成27年度以前に取得可能となり
平
　成28年度から新たに取得した者が含まれるので、「平成28年度中に新たに取得可能となった職員」の「うち
　育児休業取得者数」、「うち部分休業取得者数」、「うち育児短時間勤務取得者数」と必ずしも一致するもの
　ではなく、また下回ることはない。

休憩時刻

女性職員
1

8



８　職員の分限及び懲戒　　　※全職種

（１）分限処分数（平成28年度）

（２）処分事由別分限処分件数
（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

勤務実績が良くない場合

（法第28条第1項第1号)

心身の故障の場合

（法第28条第1項第2号、第2項第1号)

職に必要な適格性を欠く場合

（法第28条第1項第3号）

職制等の改廃等により過員等を生じた場合

（法第28条第1項第4号）

刑事事件に関し起訴された場合

(法第28条第2項第2号)

条例に定める事由による場合

(法第27条第2項)

※１　処分件数は、１つの事案に対して複数の処分事由が存在するため延数で計上
※２　法とは地方公務員法をいう。

（３）懲戒処分者数　（平成28年4月1日～平成29年3月31日)

（４）処分事由別懲戒処分件数 (平成28年4月1日～平成29年3月31日）

法令違反
（法第29条第1項第1号)
職務上の義務違反又は怠慢
（法第29条第1項第2号)
全体の奉仕者たるにふさわしくない非行
（法第29条第1項第3号）

※１　処分件数は、１つの事案に対して複数の処分事由が存在するため延数で計上
※２　法とは地方公務員法をいう。

-

休　職

0

合　計

合計降給降任

0

失職免職

0

-
失　職

0

降　格

休職

0

0

0

0

免職

0

-

0

-

0

-

0

0

0 0

-

合　　　　計

-

停　職戒　告

-

免　職

免　職降　任

-

0

-

-

-

区　　　　分

-

00合　　　　計 00

--

0

区　　　　分 戒告 停職減給

法第28条第4項により失職した者

合　計

- -

- -

減　給

0

-

合計

0

-
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９　職員の服務　　　※全職種

（１）服務規律の遵守（平成28年度）

１０　職員の研修　　　※全職種

○ 主な研修実績（平成28年度）

１１　福利厚生（互助会）に係る支出について（平成28年度決算）

１２　　職員の福祉及び利益の保護

（１）職員の厚生福利の実施状況（平成28年度）
①職員の健康管理に関する取組状況

（２）職員の厚生福利の実施状況（平成28年度）
①職員の健康診断の実施状況 （人）

②ストレスチェックの実施状況 （人）

146名

59名
講師を本町へ招き、相談があった時の対処方法や
技術を取得するための研修を実施

概要 受診者数項　　目

特に、職場におけるメンタルヘルス対策や、庁舎内・庁舎周辺の

0

107
共済組合からの助成により、人間ドックを希望する者が
自己負担で受診した。

安全対策について問題点を指摘した。

所属長が各人の免許証を確認自動車運転免許証の更新状況の確認

0.00%

概要

啓発を庁内ＬＡＮを通じて行った。

・ストレスチェックが義務化となり、全事業場の職員を対象に実施した。

公費負担率

191

平成19年度以降、互助会等への公費負担は無し。

人間ドック

山梨県市町村研修所研修

出張研修

人事評価制度の研修

159

会費互助会名

市川三郷町職員互助会

会員数

事業名

－－－

公費

・市川三郷町安全衛生委員会の活動を通じて、職員の安全衛生に関する

（階層等）

平成19年に策定した「人材育成基本方針」に基づき、職員研修計画を策定し、職員の意識

地方公務員法、町職員服務規程等に 庁内ＬＡＮインフォメーション
職員への周知方法

のべ134名

の向上と住民ニーズの多様化・高度化に対応した効率的な業務体制の充実を図った。

対象職員
（人）

教育委員会

区分（研修名）

町長
庁議等基づき、公務員としての自覚行動に

任命権者 取組内容

講師を本町へ招き、窓口等で大きなトラブルに発展
させない対処方法の研修を実施

人事評価制度の運用のため、制度の理解、訓練
全職員

管理職

ついて周知徹底した。

員及び

内　　　　　容

改革及び能力開発を進め、時代に適応した人材の育成を推進するとともに、住民サービス

該当職

全職員

議会議長

180名

希望者

及び定着を目的に目標設定研修、目標設定、

参加者数

階層研修、専門研修、特別研修、実務研修

指導者研修、評価者面談研修を実施

出張研修、自主研修

基本健診 279

職員定期健康診断

峡南医療センター富士川病院への業務委託により、全職員及び臨
時職員（社会保険取得者）を対象に検診を行った。
（ただし、共済組合助成の人間ドック及び他の医療機関での受診希
望者は除く）検査費用については、町が全額負担した。

-

項　　目 概要 対象者数 回答者

職員の健康管理に関する周知

職員の健康管理に関する取組 ・各種感染症予防や対応についての協議

検査項目 対象者数

ストレスチェック
全事業場の職員（臨時職員も含む）を対象に、厚生労働省から示さ
れている57項目の質問により実施。

323 320

住民健康診断
臨時職員、非常勤嘱託職員のうち、居住する市町村の健康診断を
希望した者が受診した。

基本健診 -

10



１３　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業
  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２８年４月１日現在の人数である。

イ　 特記事項

特になし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２９年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（28年度支給割合） （28年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算5～15％ 役職加算5～15％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２９年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

ウ　地域手当

該当なし

エ　特殊勤務手当

該当なし

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）※ 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

　　　※職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成28年度決算）」と同じ年度の4月1日現在の総職員数（管理職員等、制度上

%千円　 %

職員給与費比率

総費用に占める

区　　分

Ａ  

２７年度の総費用に占　　実質収支

２８年度

総費用

める職員給与費比率Ｂ　

千円

一人当たり

△ 22,049

千円

513,093

10,190

千円

一人当たり給与費

（参考）２７年度平均

　　　　給与費 　　B/A　　計　　Ｂ

平均月収額

44.4

3

給　 料

　　　　千円

期末・勤勉手当

7.7159,800

千円人 千円

39.9

1,987

1,373 1,483

321,948

6,16716,295

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

4,118 5,432

市川三郷町

34.5825

25.55625

（一般行政・団体平均等）

0.80

2.60

基本給

１人当たり平均支給額（２８年度）

285,533

（一般行政職・団体平均等）

343,701

41.325

・定年前早期退職特例措置　（2％～20％）

41.325

49.59

20.445

29.145 34.5825 29.145

49.59

25.55625

49.59

1.70

20.445

464

49.5949.59 49.59

13,579

市川三郷町

千円　

２８年度

1.70

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ８ 年 度 決 算 ）

団 体 平 均

232職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ７ 年 度 決 算 ）

1.45

2.60

・定年前早期退職特例措置　（2％～20％）

市川三郷町

１人当たり平均支給額（２８年度）

千円

区　　分

純損益又は

　　　　　　Ｂ／Ａ

10.216,295

　　　　　　Ａ

職員数

職員手当

　時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

20,076

支 給 実 績 （ ２ ８ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ ２ ７ 年 度 決 算 ）

155

464

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、２８年度に退職した職員に支給された平均額である。

1.45 0.80

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
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カ　その他の手当（２９年４月１日現在）

円

円

円

扶養手当

通勤手当

住居手当

手　当　名

216

一般行政職
の制度との異
同

一般行政職
の制度と異な
る内容

なし 216,000

24 千円

（２８年度決算）

支給職員１人当たり

千円

支給実績

4（6）「その他の手当」を参照 同

内容及び支給単価 （２８年度決算）

354,000

平均支給年額

24,000

千円708
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